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明
治
21
年
当
時
、
全
国
に
は
お

よ
そ
７
１，
０
０
０
も
の
町
村
が

あ
っ
た
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
れ

は
江
戸
時
代
の
自
然
発
生
的
な
町

村
を
受
け
継
い
だ
も
の
で
し
た
。

そ
の
後
、
明
治
22
年
に
近
代
的

な
地
方
自
治
制
度
と
な
る
市
制
・

町
村
制
が
施
行
さ
れ
、
市
町
村
が

戸
籍
や
小
学
校
事
務
を
処
理
す
る

こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

こ
れ
に
よ
り
合
併
が
進
み
、
全

国
の
町
村
数
は
一
挙
に
５
分
の
１

の
お
よ
そ
１
５，
０
０
０
と
な
り

ま
し
た
。

明
治
の
大
合
併
以
後
、
ゆ
る
や

か
に
市
町
村
数
は
減
少
し
ま
し
た

が
、
戦
後
、
新
し
い
憲
法
の
も
と
、

地
方
自
治
の
確
立
が
大
き
な
課
題

と
な
り
、
新
制
中
学
校
の
設
置
、

市
町
村
消
防
や
自
治
体
警
察
の
創

�

昭
和
の
大
合
併

�

明
治
の
大
合
併

前
回
は
合
併
の
し
く
み
や
埼
玉
県
内
の
合
併
へ
の
取
り
組

み
状
況
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
し
た
が
、
今
回
は
伊
奈
町

の
現
在
の
状
況
と
合
併
の
効
果
な
ど
に
つ
い
て
考
え
ま
す
。

市
町
村
合
併
の�

　
う
つ
り
か
わ
り�

設
な
ど
多
く
の
事
務
が
市
町
村
で

処
理
さ
れ
る
こ
と
と
さ
れ
ま
し

た
。し

か
し
な
が
ら
、
当
時
の
市
町

村
は
、
著
し
く
規
模
が
小
さ
く
、

行
財
政
能
力
が
乏
し
い
た
め
、
事

務
の
実
施
が
困
難
と
な
っ
て
い
ま

し
た
。

こ
れ
ら
の
問
題
を
解
消
す
る
た

め
、
昭
和
28
年
に
「
町
村
合
併
促

進
法
」
が
制
定
さ
れ
、
標
準
人
口

規
模
を
８，
０
０
０
人
以
上
と
し
、

全
国
の
市
町
村
の
数
を
３
分
の
１

に
す
る
こ
と
を
目
標
と
し
ま
し

た
。そ

し
て
昭
和
31
年
に
「
新
市
町

村
建
設
促
進
法
」
が
施
行
さ
れ
、

こ
の
２
つ
の
法
律
に
よ
り
「
昭
和

の
大
合
併
」
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

こ
の
法
律
の
施
行
に
よ
り
、
昭

和
28
年
に
県
内
で
は
３
２
３
あ
っ

た
市
町
村
の
数
が
、
昭
和
34
年
に

は
２
２
８
減
り
95
（
現
在
90
）
市

町
村
に
な
り
ま
し
た
。

現
在
の
市
町
村
の
原
形
は
こ
の

「
昭
和
の
大
合
併
」
が
行
わ
れ
て

い
る
時
に
作
ら
れ
た
も
の
で
す
。

「
昭
和
の
大
合
併
」
が
行
わ
れ

て
い
た
時
、
合
併
を
し
な
か
っ
た

町
村
は
県
内
で
16
ほ
ど
あ
っ
た
そ

う
で
す
。
伊
奈
村
の
ほ
か
北
本
宿

村
（
現
北
本
市
）、
大
和
町
（
現

和
光
市
）、
蕨
町
（
現
蕨
市
）、
与

野
市
、
南
河
原
村
、
花
園
村
、
玉

川
村
、
荒
川
村
、
大
滝
村
な
ど
で

し
た
。

明
治
８
年
に
８
村
が
合
併
し
小

室
村
、
明
治
22
年
に
先
に
述
べ
た

「
明
治
の
大
合
併
」
で
４
村
が
合

併
し
小
針
村
が
で
き
ま
し
た
。
そ

の
後
、
昭
和
18
年
小
室
村
と
小
針

村
が
合
併
し
て
伊
奈
村
と
な
り

（
昭
和
45
年
に
町
制
施
行
）、
現
在

に
至
っ
て
い
ま
す
。
昭
和
18
年
当

時
の
人
口
は
約
６，
１
０
０
人
ほ

ど
で
し
た
。

昭
和
34
年
に
は
「
昭
和
の
大
合

併
」
に
あ
わ
せ
て
、
上
尾
市
と
の

合
併
の
協
議
が
行
わ
れ
ま
し
た

が
、
わ
ず
か
１
票
の
差
で
合
併
は

否
決
さ
れ
ま
し
た
。

こ
の
こ
と
か
ら
伊
奈
村
は
、

「
昭
和
の
大
合
併
」
に
加
わ
る
こ

と
は
な
く
、
昭
和
18
年
以
来
60
年

近
く
が
経
過
し
、
町
と
な
っ
た
現

在
も
、
行
政
圏
域
は
当
時
の
ま
ま

と
な
っ
て
い
ま
す
。

�

町
の
合
併

町
の
現
状
と�

　
今
後
の
展
望�

（人口：Ｈ14年４月１日現在、財政：Ｈ13年度決算ベース）�

項　　　目� 数　　　値� 参　　　考�

県内90市町村中　51番目（人口の多い順）
県全体　0.5％�
県平均　40.0歳�
県内90市町村中　81番目（面積の広い順）�
県平均　0.794
県平均　81.3％�
県平均　11.8％�
県平均　9.2％�
県平均　231,690円�

人 　 　 　 　 口 �
人 口 増 加 率 �
平 均 年 齢 �
面 　 　 　 　 積 �
財 政 力 指 数（大きいほど豊か）
経常収支比率（小さいほど柔軟）
公 債 費 比 率（小さいほど良い）�
財 政 調 整 基 金 （ 貯 金 ） 比 率 �
人口１人あたりの地方債残高（借金）�

33,415人�
3.2％�
38.9歳�
14.80��
0.730�
84.3％�
11.9％�
9.7％�

265,495円�

�

町
の
現
状
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区
画
整
理
の
進
ち
ょ
く
に
あ
わ

せ
、人
口
は
増
え
て
い
く
も
の
の
、

税
収
の
伸
び
悩
み
が
予
想
さ
れ
、

さ
ら
に
は
市
町
村
に
対
す
る
国
・

県
の
補
助
金
や
地
方
交
付
税
の
削

減
が
行
わ
れ
る
と
い
わ
れ
て
い
ま

す
。こ

れ
ら
の
こ
と
か
ら
、
町
の
財

政
力
は
低
下
し
、
そ
の
不
足
分
は

地
方
債
な
ど
の
借
金
や
事
業
の
縮

小
等
で
対
応
し
て
い
か
な
け
れ
ば

な
り
ま
せ
ん
。

そ
の
た
め
、
経
常
収
支
比
率
は

上
昇
し
、
財
政
の
硬
直
化
も
予
想

さ
れ
、
新
た
な
施
策
の
実
施
は
必

然
的
に
制
限
さ
れ
る
こ
と
に
な
り

ま
す
。
借
金
は
将
来
の
住
民
負
担

と
な
り
ま
す
。

ま
た
、
地
方
分
権
の
推
進
に
よ

り
、
国
・
県
か
ら
の
権
限
（
事
務
）

委
譲
で
市
町
村
事
務
は
増
大
す
る

こ
と
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。
こ

の
こ
と
か
ら
、
よ
り
高
度
で
専
門

的
な
知
識
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
と

な
り
、
人
材
の
確
保
が
課
題
と
な

り
ま
す
。
今
後
は
よ
り
厳
し
い
行

政
運
営
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

�

今
後
の
展
望

（合併の効果と心配事項）�
効　　果（メリット）� 心配事項（デメリット）�

合併した�
場合�

・特別職、議員、行政委員等が減り行政のスリム化が図れる�
・保育所、福祉センター、各種スポーツ施設など公共施設に対する利用の可能
性が拡大する�

・財政規模が大きくなり、大きなプロジェクト（施策）が実現可能になる�
・都市計画や農業問題等、広域的な施策展開ができる�
・子育て支援や高齢福祉等の住民サービスの高度化が可能になる�
・地域のイメージがアップする�

・伊奈の名前が残る�
・住民の意見が反映されやすい�

合併しない�
場合�

・住民の声が届きにくくなる可能性がある�
・税や公共料金が上がる可能性がある�
・地域の歴史、文化が失われる可能性がある�
・中心部だけが発展する可能性がある�
（対策）特例法で地域審議会の設置や不均一
課税が挙げられる�

・近隣市との格差が出る可能性がある�
・国・県からの権限移譲への対応が厳しい�
・財政力に応じた施策となる�
（対策）広域行政の推進が必要となる�

（主な行政機関の管轄地域）�
名　　称� 管　　轄�

上尾市、桶川市、伊奈町�
上尾市、桶川市、北本市、鴻巣市、吹上町、伊奈町�
上尾市、桶川市、北本市、鴻巣市、吹上町、伊奈町�
上尾市、桶川市、北本市、鴻巣市、吹上町、川里町、伊奈町�
川口市、戸田市、蕨市、鳩ヶ谷市、上尾市、桶川市、北本市、
鴻巣市、吹上町、川里町、伊奈町�
上尾市、桶川市、北本市、鴻巣市、吹上町、伊奈町�
川口市、戸田市、蕨市、鳩ヶ谷市、さいたま市、上尾市、桶川
市、朝霞市、和光市、新座市、草加市、志木市、北本市、鴻巣
市、吹上町、伊奈町�
上尾･桶川･伊奈衛生組合、葬斎場（上尾市、伊奈町）�

上 尾 警 察 署 �
上 尾 税 務 署 �
上尾県税事務所�
鴻 巣 保 健 所 �
北足立福祉保健
総 合 セ ン タ ー �
北本県土整備事務所�
さいたま農林振
興 セ ン タ ー �
�
広 域 行 政 �

Ｓ29年 1町 2村合併�
Ｓ47年市制施行�
人口　64,542人（平均年齢41.2歳）�
財政力指数　0.720�
経常収支比率　80.1％�
公債費比率　16.0％�
＊地下鉄延伸が国の運輸政策審議
会の答申に位置付けられた�
　「彩の国分権推進自治体」�

蓮田市�
Ｓ30年 1町 2村合併�
Ｓ45年市制施行�
人口　73,930人（平均年齢40.7歳）�
財政力指数　0.745�
経常収支比率　86.2％�
公債費比率　11.9％�
＊ホンダ飛行場、べに花が有名、
圏央道のＪＣが計画されている�
　「彩の国分権推進自治体」�
　　注２�

桶川市�

注１「彩の国中核都市」県内5市 
　人口20万人以上の市を対象に希望制で、「中核市」に準じて、埼玉県の分権の先導的な役割を担うために、
一定の権限を県から委譲される都市をいいます。�
注２「彩の国分権推進自治体」県内19市7町 
　希望する分野の権限委譲を人口規模に関係なく、他の市町村に先がけて積極的に受け入れ、地域の特性を生か
した特色ある行政の推進を図ろうとする自治体をいいます。�

Ｓ30年 3町 3村合併�
Ｓ33年市制施行�
人口　214,673人（平均年齢39.8歳）�
財政力指数　0.874�
経常収支比率　84.0％�
公債費比率　13.7％�
＊県内7番目の人口規模、公共施
設が充実�
　　「彩の国中核都市」�
　　　注１�

上尾市� （
近
隣
市
の
現
状
等
）�


